
令和６年度「見える化」システムを活用した地域分析 

国の地域包括ケア「見える化」システムを活用し，本町の介護保険事業の特徴の把握やその要因を分析するた

め，要介護認定率，受給率，一人当たりの給付費について，近隣市町村との比較等の地域分析を行いました。 

１ 認定率 

（１）要介護認定率の推移 

 

（２）認定率（他市町村との比較） 

 

【特徴と要因分析】 

▽本町の認定率は，全国平均値や近隣市町村よりも低く，昨年より0.7減少している。 



２ 受給率 

（１）施設サービス受給率の推移 

 

※「受給率」は，当該サービスの受給者数の最新月までの総和を，第１号被保険者数で除した後，当該年度の月

数で除した数（以下同じ） 

※「施設サービス」とは，介護老人福祉施設，介護老人保健施設，介護療養医療施設，介護医療院 

（２）居住系サービス受給率の推移 

 

※「居住系サービス」とは，認知症対応型共同生活介護，地域密着型特定施設入居者生活介護，特定施設入居者

生活介護【有料老人ホーム・軽費老人ホーム（ケアハウス）・養護老人ホーム・〈「サービス付き高齢者向け住

宅」については，「有料ホーム」に該当するものは特定施設となる。〉 



（３）在宅サービス受給率の推移 

 

※「在宅サービス」とは，訪問介護，訪問入浴介護，訪問看護，訪問リハビリテーション，居宅療養管理指導，

通所介護，通所リハビリテーション，短期入所生活介護，短期入所療養介護（介護老人保健施設），短期入所療

養介護（介護療養型医療施設等），短期入所療養介護（介護医療院），福祉用具貸与，住宅改修費，介護予防支

援，定期巡回・随時対応型訪問看護，夜間対応型訪問看護，認知症対応型通所介護，小規模多機能型居宅介護，

看護小規模多機能型居宅介護，地域密着型通所介護 

 

【特徴】 

▽本町の居住系サービス受給率，在宅サービスの受給率及び施設系サービスの受給率は全国平均より低くなって

いる。 

▽施設サービス受給率及び居系サービス受給率は前年度より高くなり，在宅サービス受給率は前年度より低くな

った。  



３ 受給者１人当たりの給付費 

（１）在宅・居住系サービスの受給者１人当たりの給付費 月額 

 

※「受給者１人当たりの給付費月額（在宅及び居住系サービス）」は，在宅および居住系サービスの給付費総額

を同サービスの受給者数の総和で除した数 

【特徴】 

▽本町の在宅・居住系のサービスの１人当たりの給付月額は，全国平均及び近隣市町よりも高い。 

（２）サービス別の受給者１人当たりの給付月額（在宅及び居住系サービス） 

 

【特徴】 

▽「小規模多機能型居宅介護」が全国平均より１３６％・県平均より１４５％と最も高く，近隣市町村よりも高

い。 



４ 特徴と要因分析を踏まえた今後の対応方針 

 本町の特徴の一つとして，介護予防事業の推進及び総合事業の実施により認定率およびサービス受給率等は全

国平均より低くなっている。 

 受給者１人あたり給付月額（在宅・居住系サービス）が，全国平均及び近隣市町よりも高くなっている。特に

要介護３から５まではの割合が高くなっている。 

 離島地域という特性から，限られた資源を有効に活用した適切な介護サービスを提供するため，この分析結果

を基にケアプランの点検を行い，個々の受給者に対し真に必要なサービスの提供をすることで給付の適正化を図

ることとします。 


